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沿線の産業活動を活発化

東回り全線工事着工以降、沿線市町の製造業従業者数は約3.7万人増加、
製造品出荷額等は約11.9兆円増加。
沿線市町の工業団地数は、約1.9倍に増加。

全線開通により、さらに交通利便性が高まり、工場・物流施設等の立地需
要の増加に期待。

：東回り

：西回り

■沿線市町 の工業団地数の推移
※１

出典：自治体調査結果（R6.10）
※1：沿線市町：東海環状自動車道沿線市町（東回り：8市4町、西回り：7市4町）

東回り開通（H17.3）

約 倍

増
1.9

■企業立地が進む工業団地（海津市）
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■沿線市町 の製造業従業者数の推移
※１
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■沿線市町 の製造品出荷額の推移
※１

約 兆円

増
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■東海環状自動車道沿線市町 の工業団地
※１

出典：H12年工業統計調査、
R5年経済構造実態調査

※1：沿線市町：東海環状自動車道沿線市町
（東回り：8市4町、西回り：7市4町）

※2：グラフ内、四捨五入の関係で合計値が合わない
場合がある
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中京圏の経済・産業の持続的発展
全線開通へ

の期待

経済成長・
物流強化

WISENET2050への対応
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駒野工業団地
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株式会社ジーテクト
2024年新工場完成

株式会社湖池屋
中部初の工場建設予定

令和7年3月撮影

大野神戸IC

新四日市JCT

大安IC

養老IC

豊田東JCT

山県IC

美濃関JCT

いなべIC

土岐JCT

養老JCT

岐阜IC
本巣IC

（海津SIC）

R7.8.30
開通予定

駒野工業団地

工業団地（H12年迄完成：40箇所）
工業団地（H13年以降完成・計画中：40箇所）

出典：自治体調査結果（R6.10）



養老IC～いなべIC（工程精査中）

今後も広がるネットワーク

路線図、工事状況写真ともに、（ ）書きのIC名称は仮称

■東海環状自動車道（西回り）工事進捗状況
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（海津PA/SIC）

至 養老IC

令和7年3月撮影至 いなべIC至 （海津PA/SIC）

至 養老JCT

養老IC

Ｈ２４.９.１５
開通

Ｈ２８.８.１1
開通

H３１.３.１７
開通

岐阜県

三重県

愛知県

美濃加茂IC

土岐南多治見IC

土岐JCT

可児御嵩IC

富加関IC

美濃関JCT

関
広
見
IC

大垣西IC

本巣IC

養老IC

いなべIC

大安IC

東員IC

せと品野IC

せと赤津IC

豊田藤岡IC

豊田勘八IC

豊田松平IC

豊田東JCT

新東名
高速道路

伊勢湾岸自動車道

名古屋
第二環状
自動車道

新名神
高速道路

21

新四日市JCT

岐阜IC

山県IC

156

22

41

19

1

23

258

153

155

Ｒ１.１２.１４
開通

Ｒ２.３.２０
開通

西回り 延長約77km 東回り 延長約76km

Ｒ７.３.２９
開通

Ｒ７.８.３０
開通予定

東海環状自動車道 延長約153km

Ｅ１A

岐阜三輪SIC

（海津SIC）

鞍ヶ池SIC

五斗蒔SIC

Ｈ２９.１０.２２
開通

工程精査中

養老JCT

４車線化
本巣PA

大野神戸IC

Ｒ７.４.６
開通

凡 例

東海環状自動車道（開通済）

その他の高速道路（開通済・事業中）東海環状自動車道（事業中）

主な国道

東海環状自動車道（開通予定区間）

Ｈ１７．３開通（豊田東ＪＣＴ～美濃関ＪＣＴ）
Ｈ２１．４開通（美濃関ＪＣＴ～関広見ＩＣ）

東海環状自動車道では、今回の開通に引き続き、残る区間においても1日も早い開通
を目指して事業を進めております。
更なる高速道路ネットワークの拡充により、中京圏のものづくり産業を支援します。
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